
〔表２．５ 開発行為許可申請に必要な書面〕

※ ○は必ず添付、△は内容によって添付、×は添付不要、□は盛土規制法のみなし許可に該当する場合は添付

※ ｢自己居住用｣とは、開発行為を施行する主体が自ら生活の本拠として使用する住宅をいう

※ ｢自己業務用｣とは、開発行為を施行する主体が当該建築物内において継続的に自己の業務に係る経済活動を行うもの

をいう。

※ ｢業務用小｣は開発区域面積１ｈａ未満、｢業務用大｣は開発区域面積１ｈａ以上をいう。

書 類 名 備 考

非自己用

・自己業務

用 大

自 己

業務用

小

自 己

居住用

１ 開 発 行 為 許 可 申 請 書

（ 様 式 第 ２ ５ 号 ）
○ ○ ○

２ 公共施設等管理者同意書 法第３２条 ※写しを添付 △ △ △

３ 道 路 工 事 施 工 承 認 書 道路法第２４条 ※写しを添付 △ △ △

４
下水道施設工事施行承認書

物件設置許可書 特別使用許可書

下水道関係 ※写しを添付
△ △ △

５

設 計 説 明 書

その１・その２・その３

（ 様 式 第 ５ 号 ）

その３は、公共施設がある場合に添付（従前

の公共施設と新設・付替等に係る公共施設を

対照させたもの）

○ ○ ×

６
開発行為に関する権利者調書

（ 様 式 第 ７ 号 ）

開発区域内権利者、隣接土地所有者
○ ○ ○

７
開発行為の施行等に関する同意書

（ 様 式 第 ６ 号 ）

開発区域内権利者（印鑑証明書を添付）

隣接土地所有者（同意書又は工事説明の経過

がわかるもの）

自治会等（必要がある場合）

○ ○ ○

８ 排 水 同 意 書 必要がある場合 △ △ △

９ 土 地 登 記 簿 謄 本 開発区域内の土地、建物登記簿謄本 ○ ○ ○

10
資 金 計 画 書

（ 様 式 第 ３ ４ 号 ）

造成工事の資金担保を証明するもの

（残高証明、融資証明等）
○ □ □

11
資 力 ・ 信 用 調 書

（ 様 式 第 ３ 号 ）

法人登記簿謄本（個人の場合は住民票）

事業経歴書

納税証明書（法人税又は住民税）

役員等調書兼照会承諾書（様式第４１号）

○ □ □

12 工 事 施 行 者 調 書

（ 様 式 第 ４ 号 ）

法人登記簿謄本

事業経歴書

建設業の許可を示す資料

○ □ □

13
設 計 者 資 格 調 書

（ 様 式 第 ８ 号 ）

面積1ｈａ以上の場合に必要

資格免許等の写し

事業経歴書

△□ □ □

14 位 置 図 1/20,000以上（赤色で区域を表示したもの） ○ ○ ○

15 区 域 図 1/2,500以上（赤色で区域を表示したもの） ○ ○ ○

16 公 図 の 写 し ○ ○ ○

17 求 積 図 1/1,000以上 ○ ○ ○

18 公共施設（新旧）対照図 1/1,000以上（公共施設がある場合） △ △ △

19 現 地 写 真 ○ ○ ○

20 その他市長が必要と認める書面 △ △ △

21 設 計 図 面 等 表２．６のとおり ○ ○ ○


